




















































































































































































































































































































































するのではなく、40 歳～64 歳の第 2 号被保険者を加えているのは、保険財政を維持していくの
に必要だからというのが大きな理由である（32）。介護保険の財政健全化のために、介護への需要が


































































































































（ 1 ） 本研究成果は、（独）環境再生保全機構による環境研究総合推進費（課題番号：2-2008、体系的番
号：JPMEERF20202008）の助成を受けている。
（ 2 ） 環境省「地球温暖化対策のための税の導入」https://www.env.go.jp/policy/tax/about.html#sec05
（アクセス日：2020 年 8 月 19 日）
（ 3 ） 関連する研究成果として、Arimura, T. H., Abe, T. （2020）がある。
（ 4 ） 例えば、日本経済研究センター（2019）では、将来的に 1 万円の環境税を示唆している。
（ 5 ） 他には、環境税と削減に対する補助金のセットにより、必要とする環境税率を低く抑える方法もあ
る。
（ 6 ） 「二重の配当」に関する反論を含めた議論については、浅野（2009）を参照のこと。なお、若林・
木村（2018）では、ポーター仮説を考慮して、三重の配当について議論している。
（ 7 ） 例えば、藤田（2001）pp. 35-39 で整理されている。
（ 8 ） 浅羽（2007）p. 129
（ 9 ） 石（2004）p. 12
（10） 天野（2004）pp. 18-20
（11） ただし、削減をどうモニタリングするかの問題が残る。




（15） 法 人 税 の 税 率 に つ い て は、 国 税 庁「No. 5759  法 人 税 の 税 率 」https://www.nta.go.jp/taxes/















（アクセス日：2020 年 3 月 10 日）
（20） 実際、国民健康保険においては、保険料ではなく、保険税として徴収する自治体もある。また、
Takeda, S., Arimura, T. H. （2020）の分析も参考になる。















（30） ただし、介護保険制度の被保険者は 40 歳以上なので、効率化の恩恵は限定的である。
（31） 厳密に言うと、介護保険の保険者となり得るのは、市町村の他に、東京都 23 区などの特別区、複
数の市町村からなる広域連合である。








mushouka/1342674.htm（アクセス日：2020 年 3 月 12 日）、を参照のこと。
（36） 詳しい説明は、内閣府「幼児教育・保育の無償化」https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/
musyouka/index.html（アクセス日：2020 年 3 月 12 日）を参照のこと。
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 In this paper, the author examined the double dividend of the environmental tax. Specifically, it as-
sumed that this could be used to implement a reduction in income, corporate, consumption, and property 
taxes. Another point of focus was how it could be used to improve the social insurance system, specifically 
the public pension system, public health care insurance system, long-term care insurance system, and em-
ployment insurance system. The author also examined other social services and policies that could be 
strengthened due to the gain in tax revenues stemming from the environmental tax. Various methods of 
revenue recycling have their advantages and disadvantages; therefore, it is important to take measures to 
implement them appropriately. In addition, the results of the data analysis should also be considered when 
implementing future policy of revenue recycling.
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